
◆「働きやすさ重視」で若者の雇用を促進

就職環境が売り手市場となっている昨今ですが、今

後控えている人口減少社会を見据え、若者雇用促進法

（青少年の雇用の促進等に関する法律）に基づく指針

が改定されました。

若者雇用促進法は、新卒者の募集を行う企業に対し

て、平均勤続年数や研修の有無および内容といった就

労実態等の職場情報の開示を求めることや、労働法令

違反のあった企業からのハローワークでの求人不受

理などを規定した法律です。

この法律に基づく指針（青少年の雇用機会の確保及

び職場への定着に関して事業主、特定地方公共団体、

職業紹介事業者等その他の関係者が適切に対処する

ための指針）について、政府の進める働き方改革実行

計画では、「同指針を改定し、希望する地域等で働ける

勤務制度の導入など多様な選考・採用機会を促進する」

こととされました。若者の活躍しやすさという視点に

立った見直しです。

◆勤務地限定など、転勤制度の見直しも促進

いわゆる勤務地限定正社員の中でも、いろいろなバ

リエーションがあります。全国をブロック分けし、そ

のブロック内で限定する「ブロック限定」、通勤可能エ

リア内に限定する「エリア限定」、事業場の変更を伴う

異動を制限する「事業場限定」などがあります。

勤務地限定の場合の労働条件については、通常の正

社員と同様の扱いとすることが妥当と思われます。そ

のうえで社内での不公平感がある場合などは、転勤の

可能性のある通常の正社員には特別に手当を支給す

ることなどもあり得ます。

また、事業場の閉鎖などの際には、事業場限定とい

えども、整理解雇の４要素として会社は解雇回避努力

をする必要があることには注意が必要です。「勤務先

がなくなったのだから当然に解雇」とはなりません。

また、就職情報大手マイナビの調査（2018 年３月大

卒予定者を対象）によると、卒業した高校の所在地と

最も働きたい都道府県の一致率が、全国平均で 51.8％
でした。地元の大学に進学した学生では 72.2％、地元

外に進学した学生では 35.7％と、倍以上開きがあるよ

うです。

この割合は 2010 年の頃よりは減少したものの、約

半数が地元希望です。また、現在の就職市場では、そ

もそも転勤が頻繁にあるような企業は嫌厭される傾

向にあるかもしれません。育児や介護への対応、多様

な働き方が重視されるように社会が変化してきたの

で、一度、転勤制度自体の在り方・必要性を見直して

みてはいかがでしょうか。

◆マイナンバーの取扱い

平成 28 年 1 月より利用が開始されたマイナンバー

ですが、平成 30 年 3 月 5 日から、事業所における社

会保険手続において記載が求められるようになりま

した。

また、これまでマイナンバーの記載がなくても受

理されていた雇用保険関係については、マイナンバ

若者雇用促進法の指針見直しと

転勤制度の見直し

５月から雇用保険の手続きで

マイナンバーの取扱いが変わります！
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ーが必要な届出に記載・添付がない場合は、ハロー

ワークより返戻され再提出を求められますので注意

が必要です。

◆マイナンバーが必要な届出等

【マイナンバーの記載が必要な届出等】

(1) 雇用保険被保険者資格取得届

(2) 雇用保険被保険者資格喪失届

(3) 高年齢雇用継続給付支給申請（初回）

(4) 育児休業給付支給申請（初回）

(5) 介護休業給付支給申請

【個人番号登録・変更届の添付が必要な届出等（ハ

ローワークにマイナンバーが未届の

者に係る届出等である場合）】

(6) 雇用保険被保険者転勤届

(7) 雇用継続交流採用終了届

(8) 高年齢雇用継続給付支給申請（2 回目以降）

(9) 育児休業給付支給申請（2 回目以降）

◆すでにハローワークにマイナンバーを届け出てい

る場合

個人番号記載欄がある届出（上記(1)～(5)）につい

ては、届出の都度マイナンバーを記載することにな

っていますが、すでに他の届出等の際にマイナンバ

ーを届け出ている場合には、各届出等の欄外に「マ

イナンバー届出済」と記載して、個人番号の記載を

省略することが可能です。個人番号記載欄のない届

出（上記(6)～(9)）については、「マイナンバー届出

済」の記載は不要ですが、未届けの場合は届出書類

が返戻されてしまうので、個人番号登録・変更届を

添付して提出します。

◆個人番号登録・変更届により別途の登録を行う場

合

事前に個人番号登録・変更届によりマイナンバー

の登録を行うことが可能です。

ただし、新規に被保険者資格を取得する従業員につ

いては被保険者番号が振り出されていないため、資格

取得届の提出に先立って個人番号登録・変更届による

届出を行うことができません。このような場合等、個

人番号登録・変更届の提出が各種届出よりも後になる

事情がある場合には、ハローワークに相談してくださ

い。

【雇用保険手続の際には必ずマイナンバーの届出

をお願いします】

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-
11600000-
Shokugyouanteikyoku/20180309hoken_9.pdf 

10 日

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞

［公共職業安定所］

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始している場合＞

［労働基準監督署］

15 日

○ 特別農業所得者の承認申請［税務署］

31 日

○ 軽自動車税の納付［市区町村］

○ 自動車税の納付［都道府県］

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞

○ ［公共職業安定所］

○ 確定申告税額の延納届出額の納付［税務署］

～当事務所よりひと言～ 

いつもお世話になり誠にありがとうございます。

今回は法改正の情報をお知らせします。

【平成 30 年度の雇用保険料率について】

『一般の事業』

労働者負担分・・・3／1,000 
事業主負担分・・・6／1,000   計 9／1,000 

『建設の事業』

労働者負担分・・・4／1,000 
事業主負担分・・・8／1,000   計 12／1,000 
※昨年と同様の保険料率です。ご確認ください。

※労災保険料率は業種により変更があります。

今月号の記事記載の通り、５月よりマイナンバ

ーの記載が厳格に求められるようになりました。

記載がない場合、返戻となり手続きが滞ってしま

います。まだマイナンバーをお聞きしていない事

業所様には、随時確認をさせて頂きます。

ご理解とご協力をお願い致します。

5 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 


